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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、多国籍企業の中でも日本の耐久消費財企業(とくに
輸送機械と電気機械)におけるグローバル・ブランドの管理について、親会社のブランド管理組
織と地域統括本社との間における意思決定調整の実態を明らかにすることである。 

現在のところ、多国籍企業が注力する必要があるのは、すでに収益の基盤として確立してお
り、また開発途上国市場へ効果的に導入できる可能性があるグローバル・ブランドである。た
だし、グローバル・ブランドでも、市場導入する国・地域によって地域統括本社や現地子会社
に若干の適合化を許容する場合がある。このことは、多国籍企業におけるグローバル・ブラン
ドについての意思決定構造に対して変化を促す可能性がある。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the decision making 
adjustment between the brand management organization of the headquarter and the regional 
headquarter about the global brand management in Japanese consumer durable multinational 
companies (particularly a transportation machine and an electric machine). 
 Currently, global brand have been already established as the base of the profit, 
and it can be effectively introduced into the markets of developing country. But, regional 
headquarters and subsidiaries may be permitted to localize a global brand by country or  
geographic area. This may promote a change for the decision making structure about the 
global brand in multinational companies. 
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１．研究開始当初の背景 

ブランドに関する研究は第２次世界大戦
前から行われている古いテーマであるとは
いえ、世界的に注目されるようになったのは
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Aaker[1991]以降であるといってよい。当該
研究の主要なキーワードであるブランド・エ
クイティ（brand equity）は、消費者の知覚
において形成されるブランド認知やブラン
ド連想、知覚品質といった「イメージ」で構
成されると考えられており、Aaker 以降の研
究の大半は消費者行動論に基づくものとな
っている。 

一方、石井[1999]はいわゆる「ポストモダ
ン・アプローチ」を提唱し、企業と消費者の
２主体間に明確な因果関係を措定すること
はできないとした。製品ブランドの価値はそ
れ自体が自己組織的に構築すると述べ、製品
ブランド管理という企業行動自体の有効性
に疑問を呈しているが、このアプローチでは
製品ブランド管理における企業内の組織的
問題を分析対象外としており、実務的な問題
の解決に寄与しているとはいえない。 

これらに対して、本研究では「組織・制度 
アプローチ」を提唱し、消費者行動をベース
にするのではなく、あくまでも企業行動をベ
ースとした製品ブランド管理の実態解明を
追求している(井上[2004])。 
 
＜引用文献＞ 
1）Aaker, D. A.[1991], Managing Brand  

 Equity, The Free Press. 
2）石井淳蔵[1999]『ブランド 価値の創造』 

 岩波新書。 
3）井上真里[2004]『日本家電企業の製品ブ

ランド管理 ―ブランド管理組織が職能
諸部門に与える影響―』2003 年度(第 37
次)吉田秀雄記念事業財団助成研究論文、
1-96 ページ。 

 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は、多国籍企業の中でも日
本の耐久消費財企業（とくに輸送機械と電気
機械）におけるグローバル・ブランドの管理 
（ＧＢＭ）について、親会社のブランド管理
組織と地域統括本社との間における意思決
定調整の実態を明らかにすることである。 
 
(2)ブランド管理組織の研究自体が世界的に
みて稀であり、さらに当該組織の管理内容・
管理プロセスに注目した研究は皆無といっ
てもよい。また、ＧＢＭ研究についても研究
蓄積に乏しい状態である。これらを考慮する
と、本研究の意図する成果はＧＢＭの発展の
みならずグローバル・マーケティングの発展
においても有益であると考えられる。 
 
 
３．研究の方法 
(1)平成20-21年度の目標は、これまでの研究
における分析枠組みの側面をブラッシュアッ

プするとともに、インタビュー調査によって
これまでよりもさらに多くのブランド管理担
当者とコミュニケーションを醸成することで
あった。前者では、学会報告においてしばし
ば指摘された「ローカル／リージョナル・ブ
ランドに対するグローバル・ブランドの相対
的重要性」や「従来のマーケティング概念あ
るいはブランド管理概念との相違」について
、それらを詳述することに重きを置いた。ま
た後者では、電気機械企業２社におけるブラ
ンド管理組織のマネジャーや担当役員から現
状と課題について聞き取りを行い、今後の定
量調査や地域統括本社へのインタビュー調査
に向けた示唆と協力を得た。 
 
(2)平成 22-23 年度には、日米欧韓の多国籍
企業に対するアンケート調査を実施した。 
 
(3) 平成 23 年度は、日本多国籍企業の親会
社と欧州地域統括本社、および欧州多国籍企
業の親会社を主なフィールドワーク対象と
してインタビュー調査を行うことを目指し
た。 
 
(4)平成 22年度末に起こった東日本大震災お
よび原子力発電所事故の影響でアンケート
調査の中断を余儀なくされたが、翌年度の 10
月に再開した。ただし、欧米韓多国籍企業へ
の質問票送付を郵送形式からウェブ形式へ
やむを得ず切り替えるなど、当初の予定から
大幅に変更せざるを得なかった。また、その
結果に基づいて日本多国籍企業の欧州地域
統括本社および欧州多国籍企業の親会社に
対してインタビュー調査を実施するはずで
あったが、中断によって当初は協力的だった
企業も方針が変わり、当初の予定どおり実施
することが叶わなかった。 
 
 
４．研究成果 
(1)非常に多くの製品ブランドを有する多国
籍企業において、ローカル・ブランドやリー
ジョナル・ブランドのほうがグローバル・ブ
ランドよりも圧倒的に数が多い場合がある。
たとえば、ベルギー資本のアンホイザーブッ
シュ・インベブ(Anheuser-Busch InBev、以
下ではインベブと略記)は、200 を超える製品
ブランドのうち、「Budweiser」「Beck’s」
「Stella Artois」の３つのみをグローバル・
ブランドと定め、親会社による管理を強化し
ている。 

また、ユニリーバは 2000 年に「ブランド・
フォーカス作戦」と称し、自社の全製品ブラ
ンド 1600 のうち 1200 を廃止してわずか 400
製品ブランドのみを残すことでマーケティ
ング努力を集中させている。さらに、P&G も
2001 年に「コアビジネス・コアブランド政策」



 

 

を実践し、多くのローカル・ブランドを売却
してグローバル・ブランドになり得る 300 製
品ブランドのみを選別している。このように、
グローバル・ブランドに対して高い位置づけ
を与える多国籍企業が増加している。 

もちろん、将来のグローバル・ブランドに
成長する可能性を秘めているため、リージョ
ナル・ブランドやローカル・ブランドを軽視
するのは望ましくない。インベブでは、上記
３つのグローバル・ブランド以外に「マルチ
カントリー・ブランド（Hoegaardenと Leffe）」
と「ローカル・チャンピオン（Bass や
Löwenbräu、Harbin など）」を設け、とくに
後者を「ローカル・ジュエル」と呼んで各国
市場でのプレゼンスを強化している。 

ただし、現時点で多国籍企業が注力する必
要があるのは、すでに収益の基盤として確立
しており、また開発途上国市場へ効果的に導
入できる可能性があるグローバル・ブランド
であると考えられる。 
 
(2)「開発途上国の消費者は、グローバル・
ブランドを購買できるほどの所得もなけれ
ば、そのグローバル性（globalness）を理解
できるほどに成熟してもいない」というステ
レオタイプを多国籍企業は凌駕できる可能
性が示された（図表１参照）。米国において
はいずれの因子も高い説明力を有している
が、一方で各開発途上国においてはグローバ
ル市民性因子の説明力が高いものの、文化的
自国中心主義因子は相対的に低い。すなわち、
開発途上国の消費者は先進国と同様にグロ
ーバル・ブランドを選択することでグローバ
ル性を受容したいと考えており、また先進国
の文化に対する抵抗も相対的に少ないとい
うことである。 
 Barki and Parente[2010]によるブラジル
の BOP 消費者に対するインタビュー調査では、
かれらがいかに貧しく、有する情報が乏しく
てもステレオタイプな行動をとるとは限ら
ないことが示されている。たとえば、BOP 向
けの現地資本によるディスカウントストア
で購買することに違和感を感じたり、先進国
発のハイタッチな製品に触れたいと考えた
りする BOP 消費者が増加しつつあるという。
これらの研究結果は、「グローバル・ブラン
ドを開発途上国に導入することは難しい」あ
るいは「導入できても富裕層のみであり、さ
らなる成長が期待される中間所得者層や BOP
にはそぐわない」といった認識に一石を投じ
るものである。 

「開発途上国に対しては製品のみならず
製品ブランドもローカルでなければならな
い」という視角は、当該消費者の多様な側面
を一面的に捉えるものであり、再考する必要
があると考えられる。 

また、このことはＧＢＭにおける親会社と

現地子会社（とくに開発途上国）、および親
会社と地域統括本社との意思決定構造に変
化を促す可能性がある。 
 

（％） 

先進国／ 

開発途上国 

グローバル 

市民性 

文化的自国 

中心主義 
オープン性 

先進国(米国) 78 63 78 

開発途上国

(ルーマニア、

ウクライナ、

ロシア) 

70 49 61 

 
 ルーマニア 73 49 64 

 
ウクライナ 69 46 60 

 
 ロシア 68 47 59 

 
４ヵ国全体 71 50 64 

図表１ 先進国／開発途上国における３因
子とグローバル・ブランド選択との回帰関係 
（出典）Strizhakova et al.[2008], p.69. 
 
(3)グローバル・ブランドでも、市場導入す
る国・地域によって地域統括本社や現地子会
社に若干の適合化を許容する場合があるこ
とが明らかになっており、そのような現象は
原田[2011]でも指摘されている。しかし、適
合化されるか否かを分ける基準はいまだ明
らかでなく、その解明が今後の研究課題であ
る。 
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